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石川町水道事業  

令和５年３月２日提出  



議案第２５号   令和５年度石川町水道事業会計予算 

 

（総  則）  

第１条  令和５年度石川町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。  

 

（業務の予定量）  

第２条  業務の予定量は、次のとおりとする。  

(１ ) 給 水 戸 数           ４，２３９戸  

 (２ ) 年 間 総 給 水 量       １，８９４，０００㎥  

(３ ) １ 日 平 均 給 水 量           ５，１８８㎥  

(４ ) 主要な建設改良事業  

      今出川改修工事に伴う配水管移設工事  ２２，０００千円  

      母畑浄水場凝集沈殿池改修工事    １７６，０００千円  

      石綿管布設替工事設計委託料       ５，５００千円  

      大内地内配水管布設工事         ３，３００千円  

       

         

（収益的収入及び支出）  

第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。  

収   入  

 第１款   水道事業収益         ３６１，４７２千円  

  第１項   営業収益          ２８８，５７６千円  

  第２項   営業外収益          ７２，８９２千円  

  第３項   特別利益                ４千円  
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支   出  

 第１款    水道事業費用         ３６１，０６３千円  

  第１項    営業費用          ３４７，０１１千円  

  第２項    営業外費用          １２，４５２千円  

  第３項    特別損失              １００千円  

  第４項    予備費             １，５００千円  

 

（資本的収入及び支出）  

第４条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する  

額６４，８９２千円は、建設改良積立金で補てんするものとする。）  

 

収   入  

 第１款   資本的収入          ２４６，４６１千円  

  第１項   企業債            ８５，３５７千円  

  第２項   工事負担金          １５，４００千円  

第３項   国庫補助金               １千円  

第４項   他会計負担金        １４１，７３６千円  

  第５項   その他資本的収入        ３，９６７千円  

支   出  

第１款   資本的支出          ３１１，３５３千円  

  第１項   建設改良費         ２１４，３７５千円  

  第２項   企業債償還金         ９１，９７７千円  

第３項   国庫補助金返還金            １千円  

第４項   予備費             ５，０００千円  
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（債務負担行為）  

第５条  債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。  

事    項  期    間  限  度  額  

母畑浄水場改修事業  
令和５年度から  

令和９年度まで  
  １，３５０，０００千円  

 

             

 

（企業債）  

第６条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。  

起債の目的  限度額  起債の方法  利率  償還の方法  

  

母畑浄水場  

改修事業  

     千円  

６４４，６１８  

 

普通貸借又は  

証券発行  

 

   5.0％以内 

(ただし、利率見直し方式  

で借り入れる政府資金 

及び地方公共団体金融機 

構資金について、利率の見 

直しを行った後においては、  

当該見直しを行った後 

の利率）        

 

 

 

 

 

借入先の融資条件による。ただし

企業財政その他の都合により繰上

償還又は低利に借り換えることが  

できる。                
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（一時借入金）  

第７条  一時借入金の限度額は、３０，０００千円と定める。  

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用）  

第８条  予定支出の各項の経費の金額の流用することができる場合には、収益的支出第 1款水道事業費用のうち、

第 1項営業費用又は第 2項営業外費用に係る予算額に過不足を生じた場合とする。  

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）  

第９条  次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費を  

 その経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。  

 (１ ) 職員給与費              ６４，１２３千円  

 (２ ) 交際費                    ２０千円  

 

（たな卸資産の購入限度額）  

第 10条  たな卸資産の購入限度額は、１０，０００千円とする。  

 

 

 

                                      令和５年３月２日提出  

                                      石川町長   塩田金次郎  
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石川町水道事業会計予算に関する説明書  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（収　　　　　　　　入）

款 項 目 予定額 説　　　　　　　　　　　　明

千円

１．水道事業収益 #REF!

１．営業収益 288,576

１．給水収益 287,965 水道使用料

２．受託工事収益 110 水道工事受託料

３．その他の営業収益 501 給水設備検査手数料等

２．営業外収益 72,892

１．受取利息及び配当金 4

２．他会計負担金 11,534 町一般会計繰入金

３．長期前受金戻入 58,131 長期前受金戻入

４．水道加入金 3,186 給水装置新設申込者からの加入金

５．雑収益 37 東京電力賠償金等

３．特別利益 #REF!

１．固定資産売却益 #REF!

２．過年度損益修正益 1

３．その他特別利益 2 貸倒引当金戻入益等

令和５年度　　石川町水道事業会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出
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（支　　　　　　　　出）
款 項 目 予定額 説　　　　　　　　　　　　明

千円

１．水道事業費用 361,063
１．営業費用 347,011

１．原水及び浄水費 126,607 原水、浄水設備維持管理費
２．配水及び給水費 59,982 配水、給水設備維持管理費
３．受託工事費 110 受託工事費
４．業務費 8,545 検針、料金賦課収納業務費
５．総係費 29,482 一般管理費
６．減価償却費 121,750 固定資産減価償却費等
７．資産減耗費 535 固定資産除却費等

２．営業外費用 12,452
１．利子及び企業債取扱諸費 11,402 企業債利子償還金
２．雑支出 50 過年度漏水減免等
３．消費税及び地方消費税 1,000 消費税及び地方消費税

３．特別損失 100
１．過年度損益修正損 50 過年度損益修正損
２．その他特別損失 50 貸倒引当金繰入額

４．予備費 1,500
１．予備費 1,500 予備費
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（収　　　　　　　　入）
款 項 目 予定額 説　　　　　　　　　　　　明

千円

１．資本的収入 246,461

１．企業債 85,357

１．建設企業債 85,357 企業債借入金

２．工事負担金 15,400

１．工事負担金 15,400 配水管布設工事負担金

３．国庫補助金 1

１．国庫補助金 1

４．他会計負担金 141,736

１．他会計負担金 141,736 町一般会計繰入金、浄水場改修出資金

５．その他資本的収入 3,967

１．その他資本的収入 3,967 浄水場改修分担金

（支　　　　　　　　出）

款 項 目 予定額 説　　　　　　　　　　　　明
千円

１．資本的支出 311,353

１．建設改良費 214,375

１．浄水設備改良費 1,102 機器購入費等

２．配水設備改良費 34,100 工事等

３．営業設備費 3,142 量水器購入費

４．固定資産購入費 31 備品購入費

５．浄水場建設事業費 176,000 凝集沈殿池改修工事

２．企業債償還金 91,977

１．企業債償還金 91,977 企業債元金償還金

３．国庫補助金返還金 1

１．国庫補助金返還金 1

４．予備費 5,000

１．予備費 5,000 予備費
-７-

資　本　的　収　入　及　び　支　出



１　業務活動によるキャッシュ・フロー 千円

当年度純利益 1,909
固定資産減価償却費 121,750
固定資産除却費 535
貸倒引当金の増減額（△は減少） 0
賞与引当金の増減額（△は減少） 319
長期前受金戻入額 △ 58,131
支払利子 11,402
未収金の増減額（△は増加） 0
未払金の増減額（△は減少） 0
たな卸資産の増減額（△は増加） 0
小計 77,784
利子の支払額 △ 11,402
業務活動によるキャッシュ・フロー 66,382

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 214,375
国庫補助金等による収入 15,401
国庫補助金返還額 △ 1
他会計からの繰入金による収入 89,447
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 109,528

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 85,357
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 91,977
他会計からの出資による収入 56,256
財務活動によるキャッシュ・フロー 49,636

資金に係る換算差額 0
資金増加額（又は減少額） 6,490
資金期首残高 882,210
資金期末残高 888,700

令和５年度　石川町水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
　　　(令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）
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特　別　職 一　般　職 報　　　酬 給　　　料 賃　　　金 手　　　当 計

（人） （人） 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

9 0 33,242 0 21,103 54,345 9,598 63,943

0 0 0 0 0 0 0 0

9 0 33,242 0 21,103 54,345 9,598 63,943

8 0 28,419 0 20,429 48,848 9,296 58,144

0 0 0 0 0 0 0 0

8 0 28,419 0 20,429 48,848 9,296 58,144

1 0 4,823 0 674 5,497 302 5,799

0 0 0 0 0 0 0 0

1 0 4,823 0 674 5,497 302 5,799

扶養手当 通勤手当 期末勤勉手当 寒冷地手当 特殊勤務手当 超過勤務手当 管理職手当 住居手当
退職手当

組合負担金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

本 年 度 894 769 12,662 546 0 1,000 1,188 320 3,724

前 年 度 534 647 11,082 518 0 1,000 1,476 0 5,172

比 較 360 122 1,580 28 0 0 △ 288 320 △ 1,448

※期末勤勉手当額 12,662千円 は、 賞与引当金繰入額　4,013 千円を含む。

損 益 勘 定 支 弁 職 員

区 分

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

手
当
の
内
訳

 
                                                                                                           -９-

本
年
度

前
年
度

比
較

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計

合 計

給　　与　　費　　明　　細　　書
１．総　　　括

区　　　　　　　　　　　　分

職　　　員　　　数 給　　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　費

法定福利費 合　　　　計



ア．会計年度任用職員以外の職員

特　別　職 一　般　職 報　　　酬 給　　　料 賃　　　金 手　　　当 計

（人） （人） 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

8 0 30,120 20,408 50,528 9,598 60,126

8 0 30,120 0 20,408 50,528 9,598 60,126

8 0 28,419 0 20,429 48,848 9,296 58,144

8 0 28,419 0 20,429 48,848 9,296 58,144

0 0 1,701 0 △ 21 1,680 302 1,982

0 0 1,701 0 △ 21 1,680 302 1,982

扶養手当 通勤手当 期末勤勉手当 寒冷地手当 特殊勤務手当 超過勤務手当 管理職手当 住居手当
退職手当

組合負担金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

本 年 度 894 699 12,037 546 1,000 1,188 320 3,724

前 年 度 534 647 11,082 518 0 1,000 1,476 0 5,172

比 較 360 52 955 28 0 0 △ 288 320 △ 1,448

※期末勤勉手当額 12,037千円 は、 賞与引当金繰入額　4,013 千円を含む。
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比
較

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計

手
当
の
内
訳

区 分

本
年
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計

前
年
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計

給　　与　　費　　明　　細　　書

区　　　　　　　　　　　　分

職　　　員　　　数 給　　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　費

法定福利費 合　　　　計



イ．会計年度任用職員

特　別　職 一　般　職 報　　　酬 給　　　料 賃　　　金 手　　　当 計

（人） （人） 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 0 3,122 0 695 3,817 0 3,817

0 0

1 0 3,122 0 695 3,817 0 3,817

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

1 0 3,122 0 695 3,817 0 3,817

1 0 3,122 0 695 3,817 0 3,817

扶養手当 通勤手当 期末勤勉手当 寒冷地手当 特殊勤務手当 超過勤務手当 管理職手当 住居手当
退職手当

組合負担金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

本 年 度 0 70 625 0 0 0 0 0 0

前 年 度 0 0 0 0 0 0 0 0 0

比 較 0 70 625 0 0 0 0 0 0

 

                                                                                                            -１1-

比
較

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計

手
当
の
内
訳

区 分

本
年
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計

前
年
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計

給　　与　　費　　明　　細　　書

区　　　　　　　　　　　　分

職　　　員　　　数 給　　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　費

法定福利費 合　　　　計



増減額
千円 千円

   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　　　　 　　    -１２-

平均年齢　　　（歳） 44.3

備　　　　　　　　考説　　　　　　　　明

企　　　　業　　　　職

360
△288
1,580

28
△1,448

320

552

381,500

45.6

(１)職員一人当たり給与　　

その他の増減分
期末手当支給率の改定
（令和4年12月1日適用）年間4.25月→4.35月

２．給 料 及 び 手 当  の 増 減 額 の 明 細

給　　料

手　　当

4,823

674

区　　　分 増　　　減　　　事　　　由　　　別　　　内　　　訳

その他の増減分 人事異動によるもの4,823

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増減分

制度改正に伴う増減分

323,300

377,500

区　　　　　　　　　　　　　　分

令和５年１月１日現在

令和４年１月１日現在

平均給料月額（円）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均年齢　　　（歳）

平均給与月額（円）

329,600

4,823

122

３．給料及び手当の状況（会計年度任用職員を除く）

月額改定に伴う増通勤手当

扶養手当
管理職手当
期末勤勉手当
寒冷地手当
退職手当組合負担金
住居手当

122



（円） （円）

区　　　　　　分 級 職　　員　　数 構　　成　　比

（人） （％）

６　　　　級

５　　　　級 3 37.5
４　　　　級 2 25.0

令和５年１月１日現在 ３　　　　級 0 0.0
２　　　　級 2 25.0
１　　　　級 1 12.5

計 8 100.0
６　　　　級

５　　　　級 3 37.5
４　　　　級 2 25.0

令和４年１月１日現在 ３　　　　級 0 0.0
２　　　　級 1 12.5
１　　　　級 2 25.0

計 8 100.0

企　　　　　　　　　業　　　　　　　　　職

158,900

191,100

　（２）初　任　給

高　　　校　　　卒

大　　　学　　　卒

企　　　業　　　職

162,400

国　の　制　　度

196,100

区　　　　　　分 行　　政　　職

　（３）　　級　別　職　員　数

-１３-



１　　級 ３　　級 ４　　級 ５　　級 ６　　級

主　　　事 係　　　長 次　　　長

技　　　師 主　　　査 主任主査

単位

（人）

（人）

１号給 （人）

本 ２号給 （人）

年 ４号給 （人）

度 ６号給 （人）

８号給 （人）

（％）

（人）

（人）

１号給 （人）

前 ２号給 （人）

年 ４号給 （人）

度 ６号給 （人）

８号給 （人）

（％）

（級別の標準的な職務内容）

２　　級

100.0

2
6

　（４）昇給

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 企　　　　業　　　　職
8
8昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）

1

-１４-

8
6

5

75.0比 率 （B）／（A）

号 給 数 別 内 訳

号 給 数 別 内 訳

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

区　　　　分

企　　業　　職

職 員 数 （Ａ）

高度な知識又
は経験を必要
とする業務を行
う主事、技師

（Ａ）

（Ｂ）

比 率 （B）／（A）

困難な業務を
行う所長

所　　長
主　　幹



職制上の段階、職務

の級等による加算措置

本　年　度 有
前　年　度 有

国　の　制　度 有

２０年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度
（月分） （月分） （月分）

国　 の 　制 　度
（支給率等）

　（８）その他の手当

-

4.400

　　　　　　（月分）

4.350

　　　　　水道事業職員の特殊勤務手当

支　　　　　給　　　　　期　　　　　別　　　　　支　　　　　給　　　　　率 支　給　率　計

　（６）期末手当・勤勉手当

区　　　　分

　　代表的な特殊勤務手当の名称

６　月　（月分） １２月　（月分）

2.125

支　 給 　率　 等 24.58688

2.1752.175
2.125

その他の

4.250

　　　通勤手当 　　　　　異なる

2.2002.200

区　　　　分
２５年勤続の者

（月分）

　（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

定年前早期退職特別措置

　　　　　県準則による

差　異　の　内　容

　　　扶養手当 　　　　　同じ

　　　住居手当 　　　　　同じ

区　　　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同

備　　　　考

（2％～20％加算）

24.58688

47.709 47.70933.2708

33.2708 47.709 47.709
定年前早期退職特別措置

（3％～45％加算）

加算措置等

-１５-

　（５）特殊勤務手当

（％）

（％）

区　　　　　　　　　　　　　分 単位

　　給料総額に対する比率

　　支給対象職員の比率
　　　　　　　　　　（令和５年１月１日現在）

全　　　職　　　種
代　　　表　　　的　　　な　　　職　　　種

事務職・技術職

-

- -



（単位　　千円）

期 間 金 額 期 間 金 額 企 業 債 そ の 他

令和５年度 174,198 85,357 88,841

令和６年度から
令和９年度まで

1,175,452 559,261 616,191

-１６-

左 の 財 源 内 訳

事　　項 限度額

前 年 度 末 ま で の
支払義務発生 (見込 )額

当 該 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

債務負担行為に関する調書

-母畑浄水場改修事業 1,350,000 -



千円 千円 千円

１．営業収益 （１）給水収益 278,938
（２）受託工事収益 0
（３）その他の営業収益 434 279,372

２．営業費用 （１）原水及び浄水費 103,117
（２）配水及び給水費 52,453
（３）受託工事費 0
（４）業務費 7,388
（５）総係費 34,023
（６）減価償却費 117,579
（７）資産減耗費 0 314,560

営業利益 △ 35,188

３．営業外収益 （１）受取利息及び配当金 4
（２）他会計負担金 12,947
（３）長期前受金戻入 58,153
（４）雑収益 11 71,115

４．営業外費用 （１）支払利息及び企業債取扱諸費 12,995
（２）雑支出 38
（３）消費税 0 13,033 58,082

経常利益 22,894

５．特別利益 （１）固定資産売却益 0
（２）過年度損益修正益 0
（３）その他特別利益 0 0

６．特別損失 （１）過年度損益修正損 0
（２）その他特別損失 0 0 0

当年度純利益 22,894
前年度繰越利益剰余金 0

当年度未処分利益剰余金 22,894

令和４年度　石川町水道事業予定損益計算書
（令和４年４月１日～令和５年３月３１日）

(税抜)

-17-



（税抜）

1  固定資産 千円 千円 千円 千円
（１） 有形固定資産　

イ 土地　 29,083
ロ 建物 169,613

減価償却累計額 85,508 84,105
ハ 構築物 5,334,664

減価償却累計額 2,501,674 2,832,990
ニ 機械及び装置 881,085

減価償却累計額 791,466 89,619
ホ 車両及び運搬具 8,286

減価償却累計額 7,872 414
ヘ 工具器具及び備品 15,079

減価償却累計額 13,971 1,108
ト 建設仮勘定 99,478
有形固定資産合計　 3,136,797

（２） 無形固定資産　
イ 水利権 1,929
ロ ソフトウェア 8,413
ハ 電話加入権 73
無形固定資産合計 10,415

（３） 投資　　　　　
イ 投資有価証券 0
投資合計 0
 固定資産合計 3,147,212

2 流動資産　　 
（１） 現金預金 802,321
（２） 未収金 0
（３） 貯蔵品 3,664

流動資産合計 805,985
資産合計 3,953,197

-１８-

令和４年度　石川町水道事業予定貸借対照表
(令和５年３月３１日)

資産の部　　 



4 固定負債 千円 千円 千円 千円
（１） 企業債 919,203

固定負債合計 919,203
5 流動負債

（１） 企業債 90,383
（２） 未払金 0
（３） 引当金 4,156
（４） その他流動負債 200

流動負債合計 94,739
6 繰延収益

（１） 長期前受金 1,388,375
（２） 収益化累計額 △ 758,376

繰延収益合計 629,999
負債合計 1,643,941

7 資本金　　　 1,508,996
8 剰余金　　　 

（１） 資本剰余金　　 
イ 受贈財産評価額 131,917
ロ その他資本剰余金 207,140
資本剰余金合計 339,057

（２） 利益剰余金 
イ 減債積立金 19,900
ロ 建設改良積立金 418,409
利益剰余金合計 438,309

（３） 当年度未処分利益剰余金　  
イ 当年度純利益 22,894
ロ その他未処分利益剰余金　  0
当年度未処分利益剰余金合計　  22,894
剰余金合計 800,260
資本合計 2,309,256
負債資本合計 3,953,197

-１９-

負債の部　　 

 資本の部　　 



（税抜）

1  固定資産 千円 千円 千円 千円
（１） 有形固定資産　

イ 土地　 29,083
ロ 建物 169,613

減価償却累計額 88,353 81,260
ハ 構築物 5,337,859

減価償却累計額 2,614,567 2,723,292
ニ 機械及び装置 881,085

減価償却累計額 796,759 84,326
ホ 車両及び運搬具 8,286

減価償却累計額 7,872 414
ヘ 工具器具及び備品 15,079

減価償却累計額 14,164 915
ト 建設仮勘定 104,478
有形固定資産合計　 3,023,768

（２） 無形固定資産　
イ 水利権 1,658
ロ ソフトウェア 5,121
ハ 電話加入権 73
無形固定資産合計 6,852

（３） 投資　　　　　
イ 投資有価証券 0
投資合計 0
 固定資産合計 3,030,620

2 流動資産　　 
（１） 現金預金 888,700
（２） 未収金 0
（３） 貯蔵品 3,664

流動資産合計 892,364
資産合計 3,922,984

令和５年度　石川町水道事業予定貸借対照表

-２０-

(令和６年３月３１日)

資産の部　　 



4 固定負債 千円 千円 千円 千円
（１） 企業債 912,583

固定負債合計 912,583
5 流動負債

（１） 企業債 91,977
（２） 未払金 0
（３） 引当金 4,013
（４） その他流動負債 200

流動負債合計 96,190
6 繰延収益

（１） 長期前受金 1,671,990
（２） 収益化累計額 △ 816,507

繰延収益合計 855,483
負債合計 1,864,256

7 資本金　　　 1,508,996
8 剰余金　　　 

（１） 資本剰余金　　 
イ 受贈財産評価額 131,917
ロ その他資本剰余金 206,923
資本剰余金合計 338,840

（２） 利益剰余金 
イ 減債積立金 19,900
ロ 建設改良積立金 189,083
利益剰余金合計 208,983

（３） 当年度未処分利益剰余金　  
イ 当年度純利益 1,909
ロ その他未処分利益剰余金　  0
当年度未処分利益剰余金合計　  1,909
剰余金合計 549,732
資本合計 2,058,728
負債資本合計 3,922,984

-２１-

負債の部　　 

 資本の部　　 



（収益的収入）
科　　　　　　　　　　　　目 当　初　予　定　額

千円 千円

款１．水道事業収益 361,472
　項１．営業収益　　 288,576
　　　目１．給水収益 287,965
　　　　　　　水道使用料 287,965 家事用　3,780件 152,759 工業用　　　2件 17,084

団体用　　270件 46,466 臨時用　　　－ 0

営業用　  210件 22,493 分水料金等　　１件 49,163

　　　目２．受託工事収益 110
　　　　　　　修繕工事収益 110 給水管修繕受託工事収益 110

　　　目３．その他の営業収益 501
　　　　　　　材料売却収益 1 1

　　　　　　　手数料 500 工事検査手数料等 500

　項２．営業外収益 72,892
　　　目１．受取利息及び配当金 4
　　　　　　　預金利息 4 預金利息 4

　　　目２．他会計負担金 11,534
　　　　　　　他会計負担金 11,534 町一般会計繰入金 11,534

　　　目３．水道加入金 3,186
　　　　　　　水道加入金 3,186 水道加入金 3,186

　　　目４．長期前受金戻入 58,131
　　　　　　　長期前受金戻入 58,131 長期前受金戻入 58,131

　　　目５．雑収益 37
　　　　　　　不用品売却収益 1 不用品売却収益 1

　　　　　　　雑収益 36 東京電力賠償金等 　 36

　項３．特別利益 4
　　　目１．固定資産売却益 1 1

　　　　　　　固定資産売却益 1
　　　目２．過年度損益修正益 1
　　　　　　　過年度給水収益 1 1

　　  目３．その他特別利益 2
　　　　　　　貸倒引当金戻入益 1 1

　　　　　　　その他特別利益 1 1

-２２-

令和５年度　　石川町水道事業会計当初予算基礎資料

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明



（収益的支出）
科　　　　　　　　　　　　目 当　初　予　定　額

千円 千円

款１．水道事業費用 361,063

　項１．営業費用 347,011

　　　目１．原水及び浄水費 126,607

　　　　　　　給料 9,631 職員給料 9,631

　　　　　　　手当等 5,241 職員諸手当 3,912

退職手当組合負担金 1,329

　　　　　　　賞与引当金繰入額 1,413 賞与引当金繰入額 1,413

　　　　　　　法定福利費 3,257 共済組合負担金等 3,257

　　　　　　　被服費 110 被服費 110

　　　　　　　備消品費 1,265 施設及び水質管理消耗品等 1,265

　　　　　　　燃料費 452 燃料費 452

　　　　　　　光熱水費 66 光熱水費 66

　　　　　　　通信運搬費 1,197 電話回線使用料等 1,197

　　　　　　　委託料 46,563 母畑浄水場日直、宿直業務委託料 9,354

母畑浄水場活性炭再生業務委託料 16,500

浄水場機器点検委託料 3,654

浄水場関連水質検査委託料 16,377

自家用電気工作物保安業務委託料等 678

　　　　　　　手数料 32 浄化槽清掃手数料等 32

　　　　　　　賃借料 250 浄水場等敷地借上料 222

コピー機等リース料 28

　　　　　　　修繕費 8,415 母畑浄水場維持修繕費 8,415

　　　　　　　動力費 23,520 電気料 23,520

　　　　　　　薬品費 23,781 薬品費 23,781

　　　　　　　材料費 1,100 浄水場維持補修材料費 1,100

　　　　　　　保険料 274 建物火災共済 89

自動車共済・自賠責保険料等 185

　　　　　　　公課費 40 自動車重量税 40

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

-２３-



（収益的支出）
科　　　　　　　　　　　　目 当　初　予　定　額

千円 千円

　　　目２．配水及び給水費 59,982

　　　　　　　給料 10,321 職員給料 10,321

　　　　　　　手当等 6,219 職員諸手当 4,795

退職手当組合負担金 1,424

　　　　　　　賞与引当金繰入額 1,393 賞与引当金繰入額 1,393

　　　　　　　法定福利費 3,674 共済組合負担金 3,646

公務災害補償負担金 28

　　　　　　　被服費 154 被服費 154

　　　　　　　備消品費 268 施設、検査関係用品等 268

　　　　　　　燃料費 500 燃料費 500

　　　　　　　通信運搬費 368 電話回線使用料等 368

　　　　　　　委託料 3,500 増圧ポンプ保守点検料 578

飲料水水質検査等委託料 53

漏水調査委託料 2,200

受水槽清掃業務委託料 330

水道施設管理システム更新委託料 220

設計積算システム委託料 119

　　　　　　　手数料 36 車検代行手数料等 36

　　　　　　　賃借料 72 ポンプ場等敷地借上料 72

　　　　　　　修繕費 13,187 配水管等設備修繕費 7,700

量水器交換費 5,019

自動車車検・修繕費等 468

　　　　　　　路面復旧費 2,239 路面復旧費 2,239

　　　　　　　動力費 16,200 増圧ポンプ場電気料 16,200

　　　　　　　材料費 1,650 漏水修理用材料等 1,650

　　　　　　　保険料 151 自動車共済・自賠責保険料 151

　　　　　　　公課費 50 自動車重量税 50

-２４-

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明



（収益的支出）
科　　　　　　　　　　　　目 当　初　予　定　額

千円 千円

　　　目３．受託工事費 110

　　　　　　　修繕費 110 施設設備修繕工事 110

  　　目４．業務費 8,545

　　　　　　　備消品費 347 料金収納業務用品等 347

　　　　　　　印刷製本費 150 印刷製本費 150

　　　　　　　通信運搬費 698 郵便料 698

　　　　　　　委託料 6,168 検針業務委託料 3,974

納付書、督促状作成業務 2,194

　手数料 1,182 口座振替手数料（銀行分） 627

口座振替手数料（郵便局分） 132

コンビニ収納手数料 357

コンビニ収納代行手数料 66

-２５-

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明



（収益的支出）
科　　　　　　　　　　　　目 当　初　予　定　額

千円 千円

　　 目５．総係費 29,482

　　　　　　　報酬 103 水道運営協議会委員報酬 103

　　　　　　　給料 13,290 職員給料 13,290

　　　　　　　手当等 5,810 職員諸手当 4,839

退職手当組合負担金 971

　　　　　　　賞与引当金繰入額 1,207 賞与引当金繰入額 1,207

　　　　　　　法定福利費 2,667 共済組合負担金 2,634

公務災害補償負担金 33

　　　　　　　旅費 50 普通・研修旅費 50

　　　　　　　備消品費 440 備消品費 440

　　　　　　　印刷製本費 110 印刷製本費 110

　　　　　　　通信運搬費 84 携帯電話料 84

　　　　　　　委託料 3,293 水道会計等システム委託料 2,215

プリンター保守管理委託料 54

水道システム滞納関連帳票改修委託料 1,024

　　　　　　　賃借料 1,667 企業会計システムリース代 1,667

　　　　　　　修繕費 110 事務機器等修繕費 110

　　　　　　　負担金 192 日本水道協会関係負担金 122

各種講習会負担金等 70

　　　　　　　広告料 33 各種啓発広告費 33

　　　　　　　厚生福利費 256 職員健康管理費等 256

　　　　　　　食糧費 50 食糧費 50

　　　　　　　交際費 20 交際費 20

　　　　　　　貸倒損失 100 貸倒損失 100

　　　目６．減価償却費 121,750

　　　　　　　有形固定資産減価償却費 118,187 有形固定資産減価償却費 118,187

　　　　　　　無形固定資産減価償却費 3,563 無形固定資産減価償却費 3,563

　　　目７．資産減耗費 535

　　　　　　　固定資産除却費 435 固定資産除却費 435

　　　　　　　たな卸資産減耗費 100 たな卸資産減耗費 100

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

-２６-



（収益的支出）
科　　　　　　　　　　　　目 当　初　予　定　額

千円 千円

　項２．営業外費用 12,452

　　　目１．支払利子及び企業債取扱諸費 11,402

　　　　　　　企業債利子 11,402 企業債利子償還金 11,402

　　　目２．雑支出 50

　　　　　　　雑支出 50 過年度漏水減免等 50

　　　目３．消費税及び地方消費税 1,000

　　　　　　　消費税及び地方消費税 1,000 消費税及び地方消費税 1,000

　項３．特別損失 100

　　　目１．過年度損益修正損 50

　　　　　　　過年度損益修正損 50 過年度損益修正損 50

　　　目２．その他特別損失 50

　　　　　　　貸倒引当金繰入額 50 貸倒引当金繰入額 50

　項４．予備費 1,500

　　　目１．予備費 1,500

　　　　　　　予備費 1,500 予備費 1,500

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

-２７-



（資本的収入）
科　　　　　　　　　　　　目 当　初　予　定　額

千円 千円

款１．資本的収入 246,461

　項１．企業債 85,357

　　 目１．建設企業債 85,357

　　　　　　企業債 85,357 企業債 85,357

　項２．工事負担金 15,400

　　 目１．工事負担金 15,400

　　　　　　工事負担金 15,400 工事負担金 15,400

　項３．国庫補助金 1

　　 目１．国庫補助金 1

　　　　　　国庫補助金 1 国庫補助金 1

　項４．他会計負担金 141,736

　　 目１．他会計負担金 141,736

　　　　　　他会計負担金 141,736 町一般会計繰入金 89,477

浄水場改修出資金 52,259

　項５．その他資本的収入 3,967

　　 目１．その他資本的収入 3,967

　　　　　　その他資本的収入 3,967 浄水場分担金 3,967

-２８-

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明



（資本的支出）
科　　　　　　　　　　　　目 当　初　予　定　額

千円 千円

款１．資本的支出 311,353

　項１．建設改良費 214,375

　　 目１．浄水設備改良費 1,102

　　　　　　委託料 1 1

　　　　　　工事請負費 1 1

　　　　　　機械購入費 550 機械購入費 550

            器具及び備品購入費 550 水質検査用機器購入費 550

　　 目２．配水設備改良費 34,100

　　　　　　委託料 5,500 石綿管布設替工事設計委託料 5,500

　　　　　　工事請負費 25,300 配水管布設工事 3,300

今出川改修工事に伴う配水管移設工事 22,000

　　　　　　材料費 3,300 宅地造成に伴う資材支給 3,300

　　 目３．営業設備費 3,142

　　　　　　量水器購入費 3,142 量水器購入費等 3,142

　　 目４．固定資産購入費 31

　　　　　　備品購入費 31 備品等購入費 31

　　 目５．浄水場建設事業費 176,000

　　　　　　工事請負費 176,000 凝集沈殿池改修工事 176,000

　項２．企業債償還金 91,977

　　 目１．企業債償還金 91,977

　　　　　　企業債償還金 91,977 企業債元金償還金 91,977

　項３．国庫補助金返還金 1

　　 目１．国庫補助金返還金 1

　　　　　　国庫補助金返還金 1 1

　項４．予備費 5,000

　　 目１．予備費 5,000

　　　　　　予備費 5,000 予備費 5,000

-２９-

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明



注記

Ⅰ 重要な会計方針

　　財務諸表等は、改定後の地方公営企業会計基準を適用して作成している。

1 固定資産の減価償却方法

（1）有形固定資産

・減価償却の方法　　定額法による。

・主な耐用年数

　構築物　　４０年

（2）無形固定資産

・減価償却の方法　　定額法による。

2 引当金の計上方法

（1）退職給付引当金

　　本町は、退職手当組合に加入しており、水道事業会計は一般会計を通じて当該組合に掛金を拠出しているが、一般会計との取り

決め（退職手当組合負担金に関する覚書）により、水道事業会計が一般会計に対して負担金を拠出して以降の追加的負担は、全額

一般会計において措置することとなっているため、水道事業会計においては退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処理を行っ

ている。

（2）賞与引当金

　　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

（3）貸倒引当金

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、回収不能見込み額を計上している。

3 消費税及び地方消費税の会計処理

     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

‐３０‐


